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はじめに 

 
 
 
本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「サステナブルハイパ

ーコンポジット技術の開発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平

成２５年１２月６日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥ

ＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３８回研究評価

委員会（平成２６年３月２７日）にて、その評価結果について報告するもので

ある。 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６―１より抜粋） 
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「サステナブルハイパーコンポジット技術の開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「サステナブルハイパーコンポジット技術の開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
 本プロジェクトは我が国の強みである炭素繊維のいっそうの利用拡大と進展

を期待し、その軽量・高強度、マトリックス樹脂である熱可塑性樹脂の易加工

性・リサイクル性を活用して CO2 排出削減・省エネルギーを図る事業であり、

国の行う事業として妥当であった。CFRP を自動車に適用すべく、「安く作る」

をコンセプトに、熱可塑性 CFRP（Carbon Fiber Reinforced Thermoplastic：
CFRTP）中間基材製造方法の開発、プレス成形技術の開発、接合、材料データ

ベース、リサイクルなど多岐に渡る項目について、必然性のある高い目標値を

設定し、すべての目標を達成している点を非常に評価する。実用化・事業化へ

の取り組みも、ユーザメーカへの開発サンプルの供与及び自動車メーカを主要

メンバとする推進委員会でニーズ把握や中小企業を対象とした加工技術研究会

での啓蒙活動など、成果の活用・実用化の担い手、ユーザへの直接的アプロー

チを図かった点は高く評価できる。また、このプロジェクトにより、自動車会

社にて CFRTP を車体に適用するための研究開発に注力する機運が高まり、後

継プロジェクトに国内 5 社が参加してメーカの壁を越えて共同研究することに

つながった。 
一方、競合技術・海外との比較競争力の評価に、若干不足を感じる。アルミ

合金等の軽金属、急速硬化型熱硬化性 CFRP 等の競合技術及び海外と比較した

場合の性能・コスト競争力評価（ベンチマーク）は重要であり、今後の展開を

左右する。また、ここで開発された中間素材は、現時点ではまだ実際の自動車

あるいは一般産業分野の構造物への適用に至っていないので、今後も普及、実

用化への努力を継続していただきたい。 

 
２）今後に対する提言 
本プロジェクト成果の実用化を図るには、性能・コスト・技術を総合的に考

えて、今後の開発を進める必要がある。また現状では、素材売りの事業化と一

般産業用の小型構造材への適用に留まる危険性が高いので、後継プロジェクト

での自動車構造への取り組みに期待する。更に本研究分野は進歩が速いため、

諸外国の動向に応じて方向性の調整も必要となろう。順調に進んでいるプロジ

ェクトほど方向転換が難しくなるので、機動的な意思決定プロセスの構築が今
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後必要になると思われる。 
海外に対して技術的優位を保つため、材料規格の JIS 化、ISO 化を進めるこ

とが必要である。また CFRTP の機械的特性値を評価するための試験方法の標

準化や試験片の標準化、設計指針や品質保証指針の公開も必要である。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
 我が国の強みである炭素繊維のいっそうの利用拡大と進展を期待し、その軽

量・高強度、マトリックス樹脂である熱可塑性樹脂の易加工性・リサイクル性

を活用して環境負荷低減・省エネルギーを図る事業であり、材料のイノベーシ

ョンに直接に寄与している。また海外との技術格差を少しでも埋める意味から

も、本事業の目的は適切である。事業の内容も民間のみで行うには規模が大き

く、研究開発の難易度及び時間・投資規模の開発リスクも高く、NEDO プロジ

ェクトとして実施することは妥当である。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
材料の物性目標や部品生産性に対して、自動車部品をターゲットとした明確

かつ高い数値目標が設定されている。さらに、研究開発実施の事業体制は、技

術力と事業化能力を有する企業及び大学が実施者として選定され、且つ全体を

統括するプロジェクトリーダーが選任され、十分に活躍できる環境が整備され

た。また、中間評価で指摘された早期実用化事業化を図るために、自動車メー

カ意見交換会やユーザ企業を主要メンバとする推進委員会などを設けて成果を

あげており、事業体制は妥当であった。 
事業化において特に自動車の燃費向上に寄与する量を部品として成立させる

ためには、コストが非常に重要なファクターである。この点を生産性が上がれ

ばコストが下がるとのイメージだけで目標値化していない。材料物性の絶対値

だけでなく、アルミ二ウム合金などの他の軽量化材料、特に欧州で開発されて

いる熱可塑性複合材料と「物性／コスト」あるいは「軽量化率／コスト」など

の指標でも比較し、目標値化して進める事がより望ましい。今後の開発では、

ぜひこの視点も加えて進めてほしい。 

 
３）研究開発成果について 
材料開発に関係した目標値を全て達成したということは評価できる。特に、

等方性中間基材の開発の成果は、非常にすばらしい。また、革新 CFRTP 中間

基材と高速成形技術は世界最高水準レベルにあり、且つ技術は汎用性があるの

で目的とした自動車分野以外の市場への適用も期待できる。材料を中心に特許
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は出願するが、製造技術はノウハウに属するので秘匿するという各社の事業戦

略を考慮した知財戦略も明確である。論文等の対外的な発表は、一般向けも含

めユーザ企業への PR・普及を戦略的に行っており、将来の産業につながるもの

と期待できる。 
一方、設計サイドに対して、どのように設計すべき材料なのか、例えば延性

あり、通常の複合材よりも低密度、耐環境性の制約、成形の影響、等を示す内

容の整理がやや不足している。現在の成形可能サイズ、設備開発を前提とした

将来見込みのサイズなども定義しておくべきと考える。 

 
４）実用化に向けての見通し及び取り組みについて 
開発中間基材は、比強度比剛性においてアルミニウム合金・マグネシウム合

金などの軽量金属材料を上回る性能を実現しており、さらに生産性についても

CFRTP の成形時間 1 分は熱硬化性 CFRP に対して、技術的、コスト的に大き

なアドバンテージがあり、取扱いが容易な点からもメリットが大きい。接合技

術、リサイクル技術についても従来技術に比べ生産性・環境性・経済効果にお

いて優れていることから、産業分野における基礎材料としての適用可能性の見

極めは出来ている。自動車用モジュール構造部材への実用化に向けた課題も、

材料成形法の最適化・長期耐久性などの安全性を保証するためのデータ取得な

ど明確にするとともに、その解決策と事業化へのアプローチも、リスクの少な

い小型二次構造材から段階的に取り組む方針も確立している。また、参画素材

メーカでは、既に開発中間基材試作品をユーザ企業数社にサンプルを提供済で

ある。 
 一方、実用化に向けた材料評価はまだ途上であり、材料の長期耐久性などの

データを十分に提供出来るか否かが、実用化へのスムーズな移行に重要となる

ことから、今後の推進を期待する。また、適用拡大のためにはこの材料の従来

材と異なる特徴、利点や配慮事項をいかにうまく複合材未経験者に伝えていく

かが重要である。更に、自動車部品としての成立性見通しは本事業とは別フェ

ーズであり、今後実施されるであろう性能（設計）・品質保証・量産コストに関

する総合的検討により成立性が決まる。欧州の既成素材との厳しい競争にさら

さられるはずであるから、今一層のコスト戦略、商品戦略を立案していってい

ただきたい。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 
今後に対する提言 

実用化・(事業化)に向けての見通し及び取り組みに

関する評価 

等方性CFRTP中間

基材関連 

最終目標の曲げ強度400MPa以上・変動係数5%以

下を上回る強度を実証しており、成果は目標を達成

している。プレス成形による加工性向上のため、等

方性を得られるように繊維を均一に分散させる技術

開発を行っている。この技術はノウハウとして囲い

込みがされており、海外に対する技術アドバンテー

ジであると判断する。 
一方、ランダムな強化材の複合化や成形では、異

物の混入や不均質化への配慮が必要であり、それを

考慮しての品証技術や設計値の設定方法を、今後検

討すべきである。また、今回の結果をもとに、材料

としてもっと良い製品ができる設備、もしくはもっ

とロットサイズの調整が可能な設備を作るとすれば

どうするか等の検討も望まれる。 

比強度・比剛性においてアルミ二ウム合金・マグ

ネシウム合金などの軽量金属材料を上回る性能を

実現しており、環境や社会のニーズに適合した産業

材料技術としての見極めは出来ている。本材料は均

質性が高く解析に適し机上設計しやすい材料で実

用化の見通しは大きい。また、ダブルベルトプレス

での連続含浸において、ベース樹脂にフィルムを用

いる点は性能だけでなくコストも考慮している点

など、事業化にむけて良く検討されている。 
一方、他種の材料との競合で機能的な独自性のア

ピールが弱く、また開発技術を汎用自動車に適用す

るために不可欠なデータベースに基づく構造設計

や評価・保証手法法の確立、ならびに低コスト化の

ための製造ラインも加味した連続高速成形技術の

確立が十分といえず今後必要である。 

一方向性CFRTP中

間基材関連 
本研究開発項目は、高い成形性と強度を有する一

方向性 CFRTP 中間基材を開発し、その成形技術を

確立するものであり、最終目標の繊維方向曲げ強度

1600MPa 以上・破断歪 1.3%以上、直角方向曲げ強

開発中間基材は、比強度・比剛性においてアルミ

二ウム合金・マグネシウム合金などの軽量金属材料

を上回る性能を実現しており、環境や社会のニーズ

に適合した産業材料技術としての見極めは出来て
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度 110MPa 以上を上回る強度を得ており、成果はす

べての目標を達成している。また、チョップドプリ

プレグ（ランダム強化）と UD 一方向性テープを併

用してハットチャンネルの高速成形をデモンストレ

ーションできた点も、M&P 材料・プロセス技術開

発の成果として高く評価できる。 
一方、この材料の適用対象は重要構造が想定され

るが、やや延性が小さく、クラッシュ時の破壊モー

ド制御にやや課題がある。クラシュ時の衝撃吸収特

性や剛性の調整を配慮した簡便な設計手法が今後必

要と考える。また、PP マトリックスでは強度発現率

が低く、一次構造材向けには PA 適用の検討が必要

であり、コスト的に厳しくなるため更なるコストダ

ウンが課題となる。 

いる。また、開発した材料は従来の熱硬化の CFRP
に近い特性で従来の材料よりも高靱性であり、また

結合部の変位許容度が大きく結合手法の選択も広

がるので、設計の工夫次第で従来の CFRP の適用

分野を奪う可能性もある。 
開発技術を汎用グレードの自動車に適用するた

めには、材料の量産化、データベースに基づく構造

設計や評価・保証手法の確立、ならびに低コスト化

のための製造ラインも加味した連続高速成形技術

の確立が必要である。また、プレス、加熱に加えて

搬送が製造工程の中で課題が大きいと思われる。 

易加工性CFRTPの

接合技術の開発 
接合技術は、本材料の実用段階で必須となるので、

重点的な研究開発が求められる。ベース樹脂が熱可

塑性樹脂であることを利用し、超音波や振動、熱を

用いた融着を用いることで、自動車で多用されてい

るスポット溶接と同等の生産性が狙える可能性を提

示でき、実用化の観点で高く評価できる。また、ボ

ルト接合に関し、塑性変形能の高い CFRTP の場合

は、金属と同様な多点ボルトが有効なことを実証し

た。これらの結果は、従来技術の応用・発展により、

融着接合、機械的接合共に、実用水準の特性が得

られている。今後の課題も明確であり、展開に期待

が持てる。一般的な樹脂の接合法が本材料にも適用

できることを明らかにしたことは有意義である。 
一方、今後の課題として接合部の設計指針の確立

が挙げられる。特に耐衝撃性や長期耐久性など、車

体に適用する際に特に重要な項目については、後継

プロジェクトで重点的な検討を希望する。 
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CFRTP の接合が可能なことを示したものであり、

実用的な意味は大変重要で、高く評価する。 
一方、強度に対して目標値を達成しているが、今

回は一般的な樹脂の接合法を適用・評価した域にと

どまっているため、さらに実際の部品や車体に適用

するための課題抽出とその対応策の開発が必要であ

る。 

易加工性CFRTPの

リサイクル技術の

開発 

機械的特性値について 3 回リサイクル後の強度が

バージン材の 90％でることを立証したことにより、

インプラント（工場内）リサイクルが現実的なこと

を明瞭に実証した。CFRTP 部品の実生産において、

トータルコストの観点から、工場内リサイクルは大

変重要であり、本結果は高く評価する。実用化に必

須のリペア技術についても研究を実施しており、優

れた成果が得られている。 
ただ、新しい概念のリサイクルで成果を挙げたこ

とは評価できるものの、リサイクル技術は多様であ

り、今回達成したのは一部の技術である。また、リ

サイクルユースの場合、異物の混入も課題となると

考えられる。実用化にあたっては、途中工程で混入

しうるものの影響の検討が必要である。 

 リサイクル手法・リペア手法の基礎技術検討を行

い適用の可能性を見出すとともに、次段階の実使用

環境での実用性・開発材の低コスト化など実用レベ

ルにおける課題も明らかにしている。実際にマテリ

アルリサイクルが始まる 2030 年より前倒しして

の、再利用しやすい中間基材にする開発計画が示さ

れている等、実用化の見通しは高い。 
 リサイクルの LCA（ライフサイクルアセスメン

ト）については良く検討されているようだが、今後

はコスト計算も重要になるのではないか。炭素繊維

の価格が高い場合はリサイクルがコストに見合う

であろうが、その価格が十分に下がった場合は、リ

サイクル自体のコストが相対的にクローズアップ

されると思われる。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A

２．研究開発マネジメントについて 2.6 A B B A A B A

３．研究開発成果について 2.7 A A B A A B A

４．実用化・事業化に向けての見通し 

及び取り組みについて 
2.1 A B C B A B B

平均値 

2.1 

2.7 

2.6 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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評点結果〔個別テーマ〕 

 
等方性 CFRTP 中間基材関連 

 

一方向性 CFRTP 中間基材関連 

 
易加工性 CFRTP の接合技術の開発 

 
 

平均値 

平均値 

平均値 

2.4 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組み

1.研究開発成果

2.1 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組み

1.研究開発成果

2.1 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化に向けての見通し及

び取り組み

1.研究開発成果
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易加工性 CFRTP のリサイクル技術の開発 

 

 

  

2.1 

2.3 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化に向けての見通し及

び取り組み

1.研究開発成果

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

等方性 CFRTP 中間基材関連 

 １．研究開発成果について 2.7 A A B A A B A 

 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
2.4 A B C A A B A 

一方向性 CFRTP 中間基材関連 

 １．研究開発成果について 2.4 A B B A A B B 

 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
2.1 A B C B A B B 

易加工性 CFRTP の接合技術の開発 

 １．研究開発成果について 2.6 A A C A A B A 

 ２．実用化に向けての見通し及び取り

組みについて 
2.1 B B C B A B A 

易加工性 CFRTP のリサイクル技術の開発 

 １．研究開発成果について 2.3 B B B B A B A 

 ２．実用化に向けての見通し及び取り

組みについて 
2.1 B B C B A B A 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

〈判定基準〉 

１．研究開発成果について ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D
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「サステナブルハイパーコンポジット技術の開発」に係る 

評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 
 (1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ エネルギーイノベーションプログラム及びナノテク・材料イノベーション

プログラムの目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 
 (2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 
 
２．研究開発マネジメントについて 
 (1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定している

か。 

 
 (2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの配

分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

 
 (3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明確

になっているか。 

＜参考＞ 
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・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and 競争が十分

に行われる体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 
 (4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 
 （研究開発項目③、④については「事業化」を除く） 
・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。  
・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用

化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行われて

いるか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や

標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
 (5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に

機敏かつ適切に対応しているか。 

 

３．研究開発成果について 
 (1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で

きるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成まで

の課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果とし

て評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果に

ついては、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっている

場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合に

は、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 
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 (2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許、著作権や営業機密の管理等）は事業戦略、又

は実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

 
 (3) 成果の普及 
・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われ

ているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及し

ているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
 
プロジェクト全般および研究開発項目③、④以外は以下を適用 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 

 
 (1)成果の実用化・事業化の見通し  
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確保

される見通しはあるか。 
・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見

込めるものとなっているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

本項目における「実用化・事業化」の考え方 

 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への試作品、サンプル等の

提供等)が開始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス

等の販売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 
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 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 
・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確に

なっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業

化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 

 

研究開発項目③、④は以下を適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 

 (1)成果の実用化の見通し 
・ 実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっている

か。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 
 (2) 実用化に向けた具体的取り組み 
・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 

 

本項目における「実用化」の考え方 

 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への試作品、サンプル等の

提供等)が開始されることを言う。 


